
 

平成 27 年度事業報告 

 

１.平成 27 年度の事業概要        

 平成 27 年度については、先端測量技術に係る調査・研究と技術の普及に注力するとともに、

地理情報標準の国際規格への取組みや地理情報標準認定資格の拡大、測量成果検定や品質向上

に関する事業を展開した。特に、UAV 技術 WG やレーザ WG を始めとする技術委員会の活動

成果を、技術発表会、セミナー、全国 6 地区の講演会を通じて公表し、技術者育成の観点から

CPD 証明書の発行を積極的に行った。また、8 月には、内閣府による立入検査を受け、概ね法

規に則った公益目的事業活動が実施されているとの評価を得た。 

  

（１）技術研究 

技術研究活動は、技術委員会に 5 部会、8WG を組織して（平成 27 年度-28 年度の任期で、

延べ 367 名/290 社が登録した）自主研究活動等を行った。研究成果は、技術部会、WG 活動報

告として取りまとめ、技術発表会、講演会、機関誌等で発表した。 

技術的な施策や基準づくりのために、測量行政懇談会をはじめとして、i-Construction・UAV

関係等の外部の委員会に 20 名の委員を派遣して、技術的な検討や意見具申を行った。標準歩

掛や技術者単価、入札・契約制度、品確法の運用指針にも、技術協会の視点から要望を行った。 

また、自主研究の他に、当協会の事業活動に合った受託調査研究（国土地理院 1 件）を、 

GIS センター、技術部会の協力を得て実施した。 

  

（２）技術普及 

先端測量技術の普及を目的に、日頃の技術研究成果及び業務での技術的工夫等の実績を披

露する場として、第 37 回測量調査技術発表会を新宿区四谷区民ホールで開催した。会員各

社による技術発表 11 編と技術研究部会・WG 活動報告 4 編及び千葉大学野波特別教授によ

る特別講演「UAV の最新動向と先端測量技術」が行われた。また、優秀発表者、優秀技術論

文の表彰も行い、421 名の参加者があった。 

航空レーザ測量に関しては、航空レーザ測量データポータルサイトのデータ更新と航空レー 

ザセミナー2015in 広島を開催して、3 次元点群データの利活用の促進を図った。また、Ｇ空間

ＥＸＰＯ2015（日本科学未来館）では、地理空間情報フォーラムの共催と企画展示への測技協

ブースの出展、電子国土賞の推薦団体、日韓空間情報交流会等の活動を行った。 

機関誌「先端測量技術」107 号は、注目されている UAV 技術特集や国土地理院長インタビ

ュー、投稿論文、事務局報告等で構成し 1,700 部を作成・配布した。図書出版では、公共測

量積算ハンドブックの平成 27 年度版を刊行した。技術委員会の研究成果である、移動計測

車両による測量（MMS 測量）と、最近注目のスワス音響測深機について、標準マニュアル

と積算歩掛りの研究成果を掲載した。その他、技術研究活動の成果や関連情報の速やかな伝

達のために、「測技協キャビネット」の活用促進を図った。 



（３）地理情報の標準化 

 ISO/TC 211 の国内審議団体として、幹事会、国内委員会を開催し、ISO/TC 211 からの意見 

照会への対応や国際規格案への投票方針の検討及び 5 月に英国・サウサンプトン、12 月にオ

ーストラリア・シドニーで開催された総会への準備を行った。これらの活動を通じて、地理

情報標準の国際規格の策定を推進した。12 月のシドニー総会では、日本から新たに新規作業

項目のドラフト（測位情報の信頼性評価モデル）を提案し、規格化を目標に作業を進めてい

る。 

 

（４）地理情報標準認定資格 

地理情報標準普及のための施策として、地理情報標準認定資格制度(S-GI-Cert）の初級・中

級技術者の講習・試験、上級技術者の試験を実施した。その結果、初級技術者試験の合格者

が 266 名（累計 742 名）、中級技術者試験の合格者が 10 名（累計 51 名）、上級技術者の合格

者が 4 名（累計 12 名）となった（280 名/累計 805 名/含会長認定者）。参考図書として、「JPGIS

入門-JPGIS2014 対応」の発刊準備を行った。 

 

（５）品質検定 

検定推進センターの新たな体制に合わせて、検定機関の変更登録を行い、6 年目を迎えた

測量成果の検定事業を推進した。今年度の検定実績は、80 件、2,619 万円（うち基本測量 0

件）であった。 

また、測量成果の品質向上、会員の品質管理の改善を目的として、昨年に引き続き 2 日間

に渡る品質向上講習会を開催した。今年度は、東京会場、大阪会場合わせて 37 名の参加があ

り、会員企業の品質向上に貢献した。 

 

（６）災害時緊急撮影 

国土交通省地方整備局、国土地理院、国土技術政策総合研究所等と締結した緊急撮影協定

に基づき、顕著な災害の発生時における要請に基づく緊急撮影、大災害を想定した防災訓練

等に参加している。本年度の実績は次のとおりである。 

口永良部島噴火の緊急撮影、国土地理院・災害時における緊急撮影に関する訓練、桜島斜

め撮影対応可否事前調査、東北地方整備局・総合防災訓練、平成 27 年 9 月関東・東北豪雨

緊急撮影（本省国土技術研究会指定課題で発表）、阿蘇山噴火の緊急撮影要請、与那国島台

風 21 号被害の緊急撮影可能性調査等を行った。 

 

（７）その他事業 

 地域会員との情報交換・意見交換を推進するために、地区事業委員会及び技術委員会の協

力を得て、社会・技術動向講演会を全国 6 地区で開催した。講演会の参加者には、測量 CPD、

設計 CPD の証明書を発行した。開催に当たっては、ホームページ、関係団体等を通じて広

く広報活動を行った。参加者は、323 名、うち一般参加は 52 名であった。委員会は、延べ

133 名、63 社が参加した。 



２.平成 27 年度の活動内容 

 

（１） 会員の動向 

１）正会員  入会 1 社、退会 2 社 移動退 1 社   3 月末現在 77 社 

  ・株式会社ＧＥＯソリューションズ  3 月理事会/4 月入会 

  ・株式会社カナエジオマチックス 4 月退会 

  ・大日コンサルタント株式会社  6 月退会 

・川崎地質株式会社    7 月移動（賛助会員へ） 

 

２）賛助会員 移動入 1 社              3 月末現在 14 社 

・川崎地質株式会社    7 月移動（正会員より） 

   平成 28 年 3 月時点で、正会員は 77 社、賛助会員 14 社で、合計会員数は 91 社である。 

 

  ３）3 月 18 日の理事会で以下の 3 社の入会が承認され、平成 28 年度から正会員として 

    参加することになる 

   ・株式会社ハイドロシステム開発 

   ・ルーチェサーチ株式会社 

   ・株式会社日野 

 

（２）主要会議の開催状況 

 

１）評議員会 

①第 8 回評議員会 

平成 27 年 6 月 19 日(金)千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1 号議案 評議員長選任の件 

第 2 号議案 平成 26 年度事業報告の件 

第 3 号議案 平成 26 年度収支決算の件 

第 4 号議案 定款の変更の件 

第 5 号議案 公益認定等委員会への変更認定申請の件 

第 6 号議案 規程制定の件 

第 7 号議案 平成 27 年度事業計画の件 

第 8 号議案 平成 27 年度収支予算の件 

その他報告事項 

②第 9 回評議員会 

平成 27 年 12 月 11 日(金) 千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1 号議案 評議員長選任の件 

第 2 号議案 評議員補充選任の件 

第 3 号議案 役員（理事）補充選任の件 



第 4 号議案 上半期事業報告の件（報告） 

第 5 号議案 上半期決算報告･通期見通しの件 (報告) 

その他報告事項 

  

２）理事会 

①第 16 回理事会 

平成 27 年 6 月 4 日(金)新宿区「測技協会議室」にて開催（書面開催）、議決事項は次 

のとおり 

第 1 号議案 第 8 回評議員会の日時及び場所並びに目的事項の決議の件 

第 2 号議案 平成 26 年度事業報告の件 

第 3 号議案 平成 26 年度収支決算の件 

第 4 号議案 定款の変更の件 

②第 17 回理事会 

平成 27 年 6 月 19 日(金) 千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1 号議案 公益認定等委員会への変更認定申請の件 

第 2 号議案 業務執行役員会規程の件 

第 3 号議案 評議員並びに役員候補者選定委員会規程の件 

第 4 号議案 平成 26 年度事業報告の件 

第 5 号議案 平成 26 年度収支決算の件 

第 6 号議案 定款の変更の件 

その他報告事項 

③第 18 回理事会 

平成 27 年 11 月 26 日(木)新宿区「測技協会議室」にて開催（書面開催）、議決事項は

次のとおり 

第 1 号議案 第 9 回評議員会の日時及び場所並びに目的事項の件 

第 2 号議案 第 9 回評議員会議案、第 19 回・第 20 回理事会議案について 

第 3 号議案 地理情報標準認定資格制度規定等改定案について 

④第 19 回理事会 

平成 27 年 12 月 11 日(金) 千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1 号議案 役員（理事）補充候補者の選定の件 

第 2 号議案 地理情報標準認定資格制度規程の改定の件 

第 3 号議案 代表理事及び業務執行理事の職務執行報告の件 

第 4 号議案 平成 27 年度事業報告の件 

第 5 号議案 平成 27 年度収支決算の件 

その他報告事項 

⑤第 20 回理事会 

平成 27 年 12 月 11 日(金) 千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1 号議案 業務執行理事の選定の件 



その他報告事項 

⑥第 21 回理事会 

平成 28 年 3 月 18 日(金) 新宿区「測技協会議室」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1 号議案 平成 27 年度事業報告（仮）の報告 

第 2 号議案 平成 27 年度収支決算見通し（仮）の報告 

第 3 号議案 平成 28 年度事業計画の件 

第 4 号議案 平成 28 年度収支予算の件 

第 5 号議案 次期評議員・役員選任候補の件 

第 6 号議案 新規会員入会の件 

その他報告事項 

 

３）運営委員会 

①第 1 回運営委員会 

平成 27 年 6 月 3 日(水)新宿区「測技協会議室」にて開催、審議事項は次のとおり 

第 1 号議案 第 17 回理事会の議案について 

第 2 号議案 第 8 回評議員会（定時評議員会）の議案について 

第 3 号議案 平成 27 年度事業計画及び収支予算の件 

その他報告事項 

②第 2 回運営委員会 

平成 27 年 12 月 1 日(水)新宿区「測技協会議室」にて開催、審議事項は次のとおり 

第 1 号議案 第 19 回・第 20 回理事会の議案について 

第 2 号議案 第 9 回評議員会（臨時評議員会）の議案について 

その他報告事項 

 

４）事業委員会 

 以下に記載のとおり、事業委員会 2 回、地区事業委員会 6 回、幹事会 4 回を開催した。 

 登録者数は 31 名、会員数は 31 社であった。 

①第 1 回幹事会 

平成 27 年 5 月 19 日（火）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・新体制について（委員長、副委員長候補選任等） 

・平成 27 年度実施方針の確認 

・事業委員会、地区事業委員会の日程確認、社会動向講演会の演題検討 

・入会案内、事業案内の作成と掲載写真について 

・文部科学省「土曜学習応援団」への御賛同と登録について 

・事務局報告他 

②第 1 回事業委員会 

平成 27 年 6 月 17 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・委員会登録者自己紹介 



・新委員長、副委員長の推薦候補について 

・平成 27 年度活動方針 

・平成 27 年度社会・技術動向講演会及び地区事業委員会の開催計画 

・事務局報告 

③社会・技術動向講演会及び地区事業委員会 

N
o. 

地区 開催日 講演会 
（非会員） 

委員会 
(会社数) 

主な内容 

1 関東 7 月 8 日 78 名（22 名） 20 名（11 社） 講演 2 題 

2 北海道・東北 8 月 6 日 55 名（10 名） 28 名（11 社） 講演 2 題、意見交換 

3 近畿・中四国 9 月 10 日 56 名（6 名） 27 名（11 社） 〃 

4 北陸・信越 10 月 22 日 39 名（0 名） 20 名（9 社） 〃 

5 東海 11 月 12 日 44 名（0 名） 21 名（12 社） 〃 

6 九州 12 月 3 日 51 名（14 名） 17 名（9 社） 〃 

 合計（延べ）  323 名（52 名） 133 名（63 社）  

○社会・技術動向講演会は、会員の要望を受けて今年度より始めた取組みとして。技

術委員会の協力による各部会報告を以下のとおり行った。講演会では、測量 CPD、

設計 CPD の証明書を発行した。（290 名） 

・国土管理・コンサル部会 UAV 技術 WG の活動報告「UAV の活用と課題について」

は、（関東以外 5 地区で実施） 

・GIS 部会 「GIS 部会 活動報告」（北海道・東北地区） 

・空中計測・マッピング部会 MMS_WG「積算検討報告・活用事例集検討報告」

（近畿・中四国地区） 

・位置情報・応用計測部会 「GNSS_WG 活動報告」（北陸・信越地区） 

・国土管理・コンサル部会 自主研究の「空中写真画像による液状化判読要領・判

読チャート作成」（東海地区） 

・空中計測・マッピング部会 レーザ WG「レーザ WG の活動と航空レーザセミ

ナー2015in 広島について」（九州地区） 

・関東地区の講演会では、関東地方整備局に講師の派遣を要請して、「国土交通省の

役割と現状」「道路の老朽化対策に関する取り組み状況」（都合により中止）につ

いての講演を行った。 

○地区事業委員会は、地区会員との交流を深め、情報の共有を図ることを目的とした

意見交換会を下記の内容で開催した。 

・平成 27 年度事業委員会活動方針 

・共通仕様書(案)の改正について 

・測量業務積算基準及び標準歩掛の改正について 

・入札・契約に関する情報 

・改正品確法の運用指針 

・事務局報告 



・質疑応答・意見交換 

○意見交換会における主な意見は、以下のとおりである。貴重な意見は今後の運営の

参考とする。 

（共通仕様書(案)、標準歩掛の改正等） 

・隠れた仕様があることも多く、受注後の打合せ等において原価が上がるケースも

ある。もっと詳細がわかる仕様書になるような働きかけも必要と感じる。 

・最低制限価格での勝負やクジ引きが多く、歩掛があってもあまり意味がない

のではないか。 

・標準歩掛等の実態にあった改定を望む。 

・道路河川等の極端に作業量の少ない案件、レーザ密度 0.5ｍとかＵＡＶとかの発 

注が目立つ。これに標準歩掛を適用されると単価が合わない。作業量や使用に応 

じた歩掛の追加を望む。 

・道路ストック調査等の積算基準がないものに関して、諸経費は積算基準に準拠す 

るよう手立てが必要。 

（入札・契約） 

・「災害協定の有効性」を踏まえ評価に加えて欲しい。UAV を災害協定に加えた

り、評価のキーワードにもする必要があるのではないか。 

・自治体では発注時に予定価格が公表されており最低制限価格も計算式が公開

されていることもあり、入札結果は同札･クジ引きが多い。何とか改善できな

いものか。 

・北海道ではＣＰＤを使うチャンスがない。建設ＣＰＤと測量ＣＰＤは相乗りでき

ない。 

・最低制限価格の設定を上げていく運動をすることが必要ではないか。 

（改正品確法の運用指針） 

・地方自治体においては、品確法はまだまだ浸透していないので、もっと普及させ

てほしい。 

（人材確保、人材育成） 

・高専学校も測量が必須科目で無く選択科目になってきている。派遣講師とし

て測量の特別授業をするとか測量業の魅力をもっと大学等にアピールできな

いか。 

・担い手確保が課題であり、中途で辞めてしまい新入社員が入らない。働きが

い･やりがいをアピールし採用を増やしたいが現状は難しい、改善策はないだ

ろうか。 

・社内において残業時間制限のワーキングを実施しているが実際はなかなか減

らない。結局のところ良い仕事を取ることに尽きるが、今後の取組みに期待

する。 

（その他） 

・技術委員会の地域開催やセミナーに期待する。 



・固定資産業務撮影等、従来の航空測量案件の発注間隔が長くなってきている。

また、図面更新も少なくなってきている。顧客が自らストリートビューとか

を使って自ら更新していることがその理由であり、MMS の普及もポイントと

なる。 

・UAV による測量業界の変革が期待されている。積極提案したい。そのために

も精度検証やガイドライン・準則の早期制定を願いたい。 

④第 2 回幹事会 

平成 27 年 9 月 10 日（木）エル・おおさか南 1023 号室で開催、検討事項は次のとお

り 

・地区事業委員会の運営、予定確認 

・入札・契約に関する情報、改正品確法運用指針の情報に関する確認 

⑤第 3 回幹事会 

平成 27 年 12 月 3 日（木）福岡建設会館 703 会議室で開催、検討事項は次のとおり 

・平成 27 年度地区事業委員会の整理・総括 

・意見交換会の人選と課題・テーマの提案について 

⑥第 4 回幹事会 

平成 28 年 3 月 29 日（火）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・平成 27 年度地区事業委員会の整理・総括 

・第 2 回事業委員会の開催について 

⑦第 2 回事業委員会（平成 28 年度第 1 回と併催） 

平成 28 年 4 月 19 日（火）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・平成 27 年度社会・技術動向講演会及び地区事業委員会の開催報告 

・改正品確法運用指針等に関する動向 

・i-Construction 委員会/UAV 関係委員会等の動向 

 

５）技術委員会 

以下に記載のとおり、技術委員会 4 回、幹事会 7 回を開催した。登録委員数は 34 名、

会員数は 29 社であった。 

①第 1 回技術委員会・幹事会 

平成 27 年 5 月 13 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・新体制について（委員長、副委員長、部会長候補者の選任） 

・平成 27 年度の活動方針、活動計画 

・平成 26 年度の活動報告 

・第 37 回測量調査技術発表会の準備について 

・論文審査 

・事業案内の作成と掲載写真について 

・文部科学省「土曜学習応援団」への賛同と登録について 

・事務局報告 



②第 1 回技術委員会 

平成 27 年 6 月 10 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・委員長、副委員長、部会長の選任 

・技術委員会の活動方針について 

・各部会の活動計画、副部会長の選定等について 

・事務局報告 

③第 2 回技術委員会・幹事会 

平成 27 年 7 月 15 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・第 37 回測量調査技術発表会の総括 

・先端測量技術への論文投稿案内 

・部会活動内容の改定検討 

・事務局報告 

④第 3 回技術委員会・幹事会 

平成 27 年 9 月 2 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・建物 3 次元データ取得技術の開発について 

・UAV の安全に関する測量業界の取り組みについて 

・先端測量技術 107 号の編集と論文査読について 

・国土地理院の取り組み 

・航空レーザセミナー2015 in 広島について 

・事務局報告 

⑤第 2 回技術委員会 

平成 27 年 9 月 2 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・各部会の活動報告 

・先端測量技術 107 号の編集状況 

・事務局報告 

⑥第 4 回技術委員会・幹事会 

平成 27 年 10 月 7 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・国土地理院意見交換会のテーマ検討 

・外部委員会等活動状況 

・部会活動内容の改定の確認 

・先端測量技術 107 号の論文査読確認 

・事務局報告 

⑦第 3 回技術委員会 

平成 27 年 11 月 4 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・各部会の活動報告 

・部会活動方針の改定 

・先端測量技術 107 号編集状況 

・事務局報告 



・国土地理院との意見交換会 

・「国土地理院における 3 次元地理空間情報の取組み」 

地理地殻活動研究センター 中島秀敏地理地殻活動総括研究官 

⑧第 5 回技術委員会・幹事会 

平成 27 年 12 月 2 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・国土地理院との意見交換会について 

・UAV 関連動向の情報交換 

・国土技術研究会指定課題発表報告 

・「先端測量技術 107 号」の発刊報告 

・航空レーザセミナー2015 in 広島・日韓空間情報交流会報告 

・Ｇ空間 EXPO 2015/地理空間フォーラム企画展示会出展報告 

・事務局報告 

⑨第 4 回技術委員会 

平成 28 年 2 月 3 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・各部会の活動報告 

・「作業規程の準則」の一部改正への対応報告 

・i-Construction・UAV 関係委員会等の動向報告 

・事務局報告 

⑩第 6 回技術委員会・幹事会 

平成 28 年 2 月 4 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・「作業規程の準則」の一部改正への対応 

・i-Construction・UAV 関係委員会等の諸課題の検討 

・事務局報告 

⑪第 7 回技術委員会・幹事会 

平成 28 年 2 月 24 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・i-Construction・UAV 関係委員会等の諸課題の検討 

・第 38 回測量調査技術発表会について 

・事務局報告 

 

６）編集委員会 

①第 1 回編集委員会 

平成 27 年 6 月 11 日（木）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・先端測量技術 106 号の発行報告 

・事務局報告 

・107 号編集方針・内容等の検討 

・特集は UAV 技術特集、巻頭インタビューは小池剛国土地理院長 

 

 



（３）技術研究活動 

 

１）技術研究部会・WG 活動（自主研究活動） 

自主研究活動としての技術研究部会・WG 活動は、下表のように開催され、それぞれ

の活動テーマを具体化した。技術研究部会、WG の延べ登録者は、367 名、会員数は

290 社であった。開催回数は、延べで 64 回となる。 

技術研究部会・WG 登録者 会員数 回数 開催日 

空中計測・マッピング部会 55 47 4 6/17、9/29、11/13、2/5、（2/16） 

レーザ WG 17 11 8 6/25、7/23、8/27、9/24、10/22、11/6、11/26、

12/17、（12/25）（3/7）（3/10） 

MMS_WG 48 29 5 (4/23)(6/4)、7/15、9/1、9/18、10/9、 

12/4 

3 次元地図ﾃﾞｰﾀ構築技術 WG 28 19 1 委員会参加のみ 

 図式検討 WG 7 6 2 1/8、2/17 

位置情報・応用計測部会 42 38 7 5/20、7/2、9/17、10/27、11/25、1/20、3/17 

GNSS_WG 10 9 2 7/2、9/17 

河川の深浅測量 WG 23 17 8 5/25、6/26、7/29、8/28、9/19、10/21 

12/15、2/4 

GIS 部会 50 44 6 (4/14)（4/16）6/12、(6/24)、7/9、（8/6） 

(8/26)、9/16・9/17、(10/6)、11/5、（12/9）

12/17、1/20 

国土管理・コンサル部会 25 23 4 （5/28）7/8、（7/29）、9/3・4、（9/16）、（10/27）

11/25、2/10、（4/13） 

UAV 技術 WG 44 30 3 7/22、10/14、12/9 

技術普及部会 13 13 3 6/15、11/26-28、1/27 

3D データ製品仕様作成 WG 5 4 11 7/16、7/24、8/28、9/24、10/7、10/23、 

11/18、12/4、12/16、12/25、2/17 

合計(延べ) 367 290 64 （ ）：幹事会等 

①空中計測・マッピング部会 

・ワーキンググループ活動の調整・支援 

・作業マニュアル、準則見直し等への対応（外部委員） 

・日韓空間情報交流会の開催 

・i-Construction・UAV 関係委員会等の諸課題の検討 

（レーザ WG） 

・航空レーザ計測アーカイブズ/航空レーザ測量データポータルサイトのデータ更新 

・航空レーザセミナー2015in 広島の開催の準備、運営 

・LP を用いた定期縦横断測量成果（横断図）の調製における精度検証 



・公共測量申請（第 17 条申請）に適用する標準作業マニュアル（案）作成 

・航空レーザの河川定期縦横断測量への適用検討会の開催 

（MMS _WG） 

・「移動計測車両による測量システムを用いる数値地形図データ作成マニュアル

(案)」等を踏まえた、移動計測車両による測量（MMS 測量）の標準マニュアルと

積算歩掛の検討 

・MMS2015 ガイドブックの作成 

（3 次元地図データ構築技術 WG） 

・「3 次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開発」

（3 次元総プロ）への委員参加 

（図式検討 WG） 

・地図情報レベル 10000 デジタル版図式の検討 

②位置情報・応用計測部会 

・準天頂衛星の社会実証実験への参加（富士山実証実験） 

（部会内勉強会） 

・日本水準原点施設公開に参加 

・VADASE-単独測位 GNSS による高精度変位解析 

・地殻変動パラメータ作成時の今期座標推定方法の改良 

・地殻変動パラメータ作成時の観測点間距離と歪の関係 

・準天頂衛星システムサービス（QZSS）との意見交換 

・マルチ GNSS 測量マニュアル案作成に関する検討委員会（国土地理院） 

・TLS 規格開発研究作業部会への参加（測量機器工業会） 

（GNSS_ WG） 

・過去 3 ｹ年の実験実施データを見直し、整理した。 

・初年度の建物遮断データについて、再度検証した。 

（河川の深浅測量 WG） 

・ダム堆砂測量のマニュアル案の作成 

・標準積算歩掛の検討 

・「地図情報システム研究会」での講演 

③GIS 部会 

・自主研究テーマ（2 年間）の検討、1 年目はサービス・テーマ設置、2 年目は、サ 

 ービスの具体化を実施 

（部会内勉強会） 

・「地理地殻活動研究センター地理情報解析研究室」の講演（国土地理院） 

・地理空間情報技術の海外動向と教育支援システムの紹介 

④国土管理・コンサル部会 

（自主研究テーマ） 

・液状化判読のための空中写真による判読要領、判読チャートの充実と検証 



・浦安市ヒアリングと現地調査 

・社会資本のメンテナンスに役立つ先端測量技術研究  

（UAV 技術 WG） 

・事例紹介を実施（朝日航洋、ESRI ジャパン） 

・事例集作成に向けてのアンケート調査を実施 

・外部団体と情報交換（写真測量学会、測量協会、全測連） 

・活動成果の講演（技術発表会及び地区事業委員会 5 個所） 

⑤技術普及部会 

・第 37 回測量調査技術発表会の準備・運営 

・Ｇ空間 EXPO 2015/地理空間情報フォーラムの企画展示会への出展準備・運営 

⑥3D データ製品仕様作成 WG 

・3D データ製品仕様の検討 

 

２）外部委員会への委員派遣 

① 国土地理院 測量行政懇談会（1 名）及び測量技術者育成検討部会（1 名） 

② 国土地理院 平成 27 年度公共測量に関する調査検討委員会・作業部会（2 名） 

③ 国土地理院 平成 27 年測量士・測量士補に係る試験考査委員（1 名） 

④ 総プロ（総合技術開発プロジェクト）マルチ GNSS による高精度測位技術の開発に関

する委員会（１名） 

⑤ 日本測量機器工業会 測量機器 JIS 原案調査作成委員会（1 名） 

⑥ 日本測量機器工業会 ISO/TC 172/SC 6 国内分科会 GNSS 改訂 WG 委員（1 名） 

⑦ 高精度衛星測位サービス利用促進協議会（QBIC）社会実証準備 WG（1 名） 

⑧ 3 次元データの整備・流通のための 3 次元 CAD 製図基準の策定小委員会（1 名） 

⑨ 千葉県地質環境対策審議会（1 名） 

⑩ 応用地形判読士試験分科会（1 名） 

⑪ 「3 次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開発」（3

次元総プロ）（１名） 

⑫ 小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会/内閣官房（１名） 

⑬ 小型無人機の更なる安全確保のための制度設計に関する分科会/内閣官房（1 名） 

⑭ UAV を用いた空中写真測量に関する検討委員会/国土地理院（1 名） 

⑮ 公共測量における UAV 安全基準作成委員会/国土地理院（1 名） 

⑯ UAS（無人飛行システム）に関する情報交換会（1 名） 

⑰ ｉ-Construction 委員会 ICT 導入協議会/国土交通省（１名） 

⑱ ｉ-Construction における測量-設計の受け渡し会議/国土交通省（1 名） 

以上合計 20 名が外部委員として活動した。 

 

３）国土地理院等との情報交換会及び会議参加 

会員が関心を持っているテーマについて、国土地理院他の専門家を招聘して勉強会・意



見交換会を実施した。また、関係会議等へ参加した。 

① 第 5 回地球規模の地理空間情報管理に関する専門家委員会（GIUNCE-GGIM）及び

第 22 回地球地図国際運営委員会（ISCGM）への参加 

標記会議へのオブザーバー参加の案内が国土地理院企画部国際課からあり、会員に周

知したところ、2 社が会議に参加した。 

・期間：8 月 4 日～7 日 

・場所：米国 ニューヨーク 

② 国土地理院との意見交換会「国土地理院地理地殻活動研究センターにおける最近の

地理情報解析研究」 

・主催：技術委員会 GIS 部会 

・日時：9 月 16 日（水）14：30～15：30 金沢市金沢勤労プラザ 

・参加者：国土地理院地理地殻活動研究センター地理情報解析研究室 

GIS 部会メンバー他 

・参加者数：20 名   

③ 国土地理院との意見交換会「国土地理院における 3 次元地理空間情報の取組み」 

・主催：技術委員会  

・日時：11 月 4（水）15：30～17：00 

・参加者：国土地理院地理地殻活動研究センター地理地殻活動総括研究官 

技術委員会委員 

・参加者数：25 名   

④ 国土交通省国土技術研究会 指定課題発表 

・主催：国土交通省（本省） 

・日時：11 月 13（金）10：50～11：30 

・指定課題：情報ソフトインフラの充実による減災対策の強化 

・発表者：国土交通省水管理・国土保全局 

東北地方整備局 

関東地方整備局 

国土地理院 

国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構（JAXA） 

公益財団法人 日本測量調査技術協会 

⑤ 国土地理院との意見交換会「地理空間情報社会の実現に向けた課題検討会」 

・日時：1 月 29 日（金）14：00～17：00 

・参加者：参事官他 3 名  

技術・事業委員会委員 

・参加者数：20 名   

⑥ 国土地理院との意見交換会「水準測量作業規程等の改正について」 

・日時：3 月 17 日（木）15：00～17：00 

・参加者：位置情報・応用計測部会 



・参加者数：20 名   

 

４）受託研究活動 

本年度の受託業務は下記の国土地理院等の受託 1 件であった。GIS センターが主管し、

関係技術部会の協力により対応した。 

 件 名 発注先 契約方式 

受託金額（千円） 

1 平成 27 年度地理情報標準に関する調

査検討業務 

国土地理院 企画部 

技術管理課     

 

簡易公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ

（測量） 

9,396 

  合計 9,396 

① 平成 27 年度地理情報標準に関する調査検討業務の概要 

・ISO/TC 211 に関する動向調査 

・地理情報の JIS に関する動向調査 

・「品質の要求、評価及び報告のための規則」改定案の作成補助 

・JMP の一部改正案の作成補助及び改定のための検討 

・調査検討委員会の設置代行と運営支援 

・JPGIS 等に関するヘルプデスク 

・報告書作成 
・作業期間は平成 27 年 7 月 21 日～平成 28 年 3 月 10 日 

② 参考見積 
    これまで、下表の参考見積を提出する 
 

 件  名 発注先 見積金

額/千円 

結

果 

1 平成 27 年度公共測量に関する課題の

調査検討業務 

国土地理院 企画部 

技術管理課   

14,904 要件未 

2 平成 27 年度地理情報標準の整備に関す

る調査検討業務 

国土地理院 企画部 

技術管理課   

9,396 契約 

3 公共測量成果の検定に関する実態調査

業務 

国土地理院 企画部 

技術管理課     

3,801 未落札 

4 アジア太平洋地域地殻変動監視に必要

な測地基準座標系の構築に関する連携

支援業務 

国土地理院 企画部 

国際課 

10,044 要件未 

不参加 

5 UAVを用いて撮影した空中写真による

数値地形図データ作成に関する検討業

務 

国土地理院 企画部 

技術管理課  

11,772 要件未 

不参加 

6 航空レーザ測量データを活用した建物 国土地理院応用地理部 5,467 未落札 



三次元データ取得技術の開発 環境地理課   

7 GNSS 測量機による基準点測量の網形

成に関する調査業務 

国土地理院 測地部 

計画課  

9,180 不参加 

8 地理空間情報ライブラリー活用等に関す

る課題整理及び会議運営業務 

国土地理院 企画部 

地理空間情報企画室  

4,860 

 

未落札 

 

 

    

（４）技術普及活動 

 

１）第 37 回 測量調査技術発表会 

会員の技術力向上と先端測量技術の普及を目的に、日頃の技術研究成果及び業務での技

術的工夫等の実績を披露する場として毎年実施している。本年度は 7 月 3 日（金）に四

谷区民ホールで開催し、千葉大学特別教授、野波健蔵氏による特別講演「ＵＡＶの最

新動向と先端測量技術」と技術発表を 11 編、４編の部会・WG 活動報告を行った。 

また、発表者のパフォーマンスを技術委員会が審査し選考した優秀発表賞 3 名の 

表彰に加え、先端測量技術 106 号に掲載の技術論文より、会長賞１編、奨励賞２編 

を選考し、優秀技術論文として表彰した。詳細については下表のとおりである。 

参加者は、これまでの最高数の 421 名となり、測量および設計 CPD 証明書を 398 名

分発行した。 

 

発表タイトル 所属 発表者 

GISを利活用した固定資産税土地評価について 朝日航洋株式会社 川越 みなみ 

高解像度衛星画像（WorldView3)の利活用検討 アジア航測株式会社 村田 雄一郎 

精密地形模型の縮尺の違いによる地物認識性

に関する検討 

東京カートグラフィック株

式会社 
尾身 洋 

MMS を活用した陥没危険箇所基礎調査手法 株式会社パスコ 日當 卓也 

地上型レーザスキャナーを用いた地形測量へ

の適応に関する研究 
国際航業株式会社 松村 隆一 

世界最小の航空レーザ測深機（ALB）による高

密度計測と陸上計測への適用可能性について 
アジア航測株式会社 大鋸 朋生 

レーザー反射強度を用いた路面オルソ影除去

について 
朝日航洋株式会社 柳下 大 

携帯型斜め写真撮影システム(PALS)による 3

次元災害地形把握 
株式会社パスコ 川上 誠博 



道路法面工点検でのMMS全周囲画像の活用事

例について 
アジア航測株式会社 井元 成治 

産業用無人ヘリコプターによるレーザ計測 

～崩壊地における計測事例～ 
中日本航空株式会社 宮山 智樹 

UAV による航空測量に関する検討 国際航業株式会社 和久津 龍太 

特別講演「UAV の最新動向と先端測量技術」 千葉大学 特別教授 野波 健蔵 

国土管理・コンサル部会UAV技術WG活動報告 

  UAV の活用と課題について 
測技協 UAV 技術 WG 田中 善治 

空中計測・マッピング部会 

  1)河川分野への航空レーザ計測（LP）の適

用について 

測技協 

空中計測・マッピング部会 
畠 周平 

空中計測・マッピング部会 

  2)MMS_WG 活動報告 
測技協 MMS_WG 西村 芳夫 

GIS 部会 活動報告 測技協 GIS 部会 

横井 雅則  

中尾  護 

坂本  圭 

 

２）優秀発表表彰 

17 名の審査員により、審査採点表により１）プレゼンテーション内容に基づく技術

内容 ４つの視点（40 点満点）２）発表の仕方 ３つの視点（60 点満点）100 点満点

にて採点し、以下の 3 名を選考し優秀発表賞として表彰した。 

発表タイトル 所属 発表者 

世界最小の航空レーザ測深機（ALB）による高

密度計測と陸上計測への適用可能性について 
アジア航測株式会社 大鋸 朋生 

産業用無人ヘリコプターによるレーザ計測 

～崩壊地における計測事例～ 
中日本航空株式会社 宮山 智樹 

UAV による航空測量に関する検討 国際航業株式会社 和久津 龍太 

 

３）優秀技術論文 

先端測量技術 106 号に掲載された論文の中より、新規性、有用性、完成度、信頼性、 

論文の分かりやすさ、論文としての体裁の７つの視点による審査により選考された優 

秀技術論文を、会長賞、奨励賞として表彰した。 

  論文タイトル 所属 執筆者 



会長賞 
ALB（航空レーザ測深）の河川測量

への適用 
株式会社パスコ 小澤 淳眞 

奨励賞 
「異種の道」ネットワークづくりと

ＧＩＳ基盤の活用 
国際航業株式会社 渡辺 美紀 

奨励賞 
自動マルチビーム測深システムに

よる水中 3 次元データの取得 
中日本航空株式会社 神谷 光顕 

 

４）機関誌「先端測量技術」107 号発刊 

・巻頭インタビュー 前国土地理院長 小池 剛 

・特集「UAV 技術特集」 

特別講演 「UAV の最新動向と先端測量技術」 

             千葉大学特別教授 野波 健蔵 

 特集論文 6 編（朝日航洋㈱、アジア航測㈱、ESRI ジャパン㈱、国際航業㈱、中日本 

航空㈱、㈱パスコ） 

 部会報告 1 編 UAV 技術 WG 活動報告 

 発表論文・技術報告 2 編（中日本航空㈱、国際航業㈱） 

・論文 1  「GIS を利活用した固定資産税土地評価について」  

朝日航洋株式会社 川越 みなみ 

・論文 2  「MMS を活用した陥没危険箇所基礎調査手法」  

株式会社パスコ 日當 卓也 

・論文 3  「世界最小の航空レーザ測深機（ALB）による高密度計測と陸上計測の実

験と利用場面の想定」 アジア航測株式会社 大鋸 朋生 

・論文 4  「携帯型斜め写真撮影システム(PALS)による 3 次元災害地形把握」 

株式会社パスコ 川上 誠博 

・論文 5  「超小型モバイルレーザ計測装置の UAV への適用」 

中日本航空株式会社 髙橋 弘 

・技術報告 1「高解像度衛星画像（WorldView‐3)の利活用検討」 

アジア航測株式会社 村田 雄一郎 

・技術報告 2「精密地形模型の縮尺の違いによる地物認識性に関する検討」 

東京カートグラフィック株式会社 尾身 洋 

・技術報告 3「UAV による航空測量に関する検討」 

国際航業株式会社 和久津 龍太 

・レポート 1「地上型レーザスキャナーを用いた地形測量への適応に関する研究」 

国際航業株式会社 松村 隆一 

・レポート 2「レーザー反射強度を用いた路面オルソの影除去について」 

朝日航洋株式会社 柳下 大 

・レポート 3「道路法面工点検での MMS 全周囲画像の活用事例について」 

アジア航測株式会社 井元 成治 



・投稿技術報告 1「マルチデータによる 3 次元地形モデル作成と歴史的景観の復元」 

株式会社パスコ 岡野 貴之 

・投稿技術報告 2「セミ・ダイナミック補正の高度化に関する研究」 

株式会社パスコ 宮坂 正樹 

その他部会報告、測技協の事業報告、TOPICS 等を掲載した。先端測量技術 107 号は、

1,700 部作成して、国・都道府県の関係部所等の関係機関に配布した。   

 

５）航空レーザ測量データポータルサイトの更新 

高精度標高データの利活用を促進する目的で、会員が実施した基本測量、公共測量（公 

共測量申請案件）の高精度標高データ計測範囲等を、航空レーザ測量データポータル

サイトで公開しているが、今年度は、平成 26 年度実施分のデータ更新を行った。 

 

６）航空レーザセミナー2015in 広島 

 ・日時：平成 27 年 11 月 6 日（金）10：00～17：00 

 ・場所：広島県 JA ビル 10 階 講堂（多目的ホール） 

 ・主催：公益財団法人日本測量調査技術協会空中計測・マッピング部会レーザ WG 

 ・後援：国土交通省国土地理院、一般社団法人建設コンサルタンツ協会中国支部、一般 

社団法人全国測量設計業協会連合会中国地区協議会 

 ・開催概要：技術セミナー 5 件 

       基調講演 1「UAV を利用した河川の物理環境のモニタリング」 

            －航空レーザ測量と空中写真測量― 

広島大学大学院 河原能久教授 

基調講演 2「航空レーザ測量データの防災分野への利活用事例」 

岡山理科大学 佐藤丈晴准教授 

       パネルディスカッション/佐藤准教授、渡辺社長（ルーチェサーチ㈱） 

       石田執行役員（復建調査設計㈱）真田氏（㈱ウエスコ）他 

 ・参加者：181 名（CPD 証明書 148 名発行） 

 

７）Ｇ空間 EXPO 2015 等の開催 

①Ｇ空間 EXPO 2015 の開催に合わせて、測量 4 団体が連携して地理空間情報フォー 

ラム 2015 を以下のように開催した。 

・会期：平成 27 年 11 月 26 日（木）、27 日（金）、28 日（土） 

・会場：お台場 日本科学未来館 1F・7 F 

・企画展示会/ベンダーフォーラム：62 小間/36 ブース（49 社が参加） 

・体験イベント：11 団体 

・Ｇ空間 EXPO 2015 全体の来場者 

来場者：18,856 人（昨年 20,311 人） 

 11/26－4,987 人 11/27－7,436 人 11/28－6,433 人 



 （昨年 5,656 人 （昨年 5,845 人） 昨年（8,810 人） 

②測技協としての参加（企画展示会への出展）  

・企画展示会に出展して、測技協の活動を紹介した。展示ポスターは、協会紹介、

地理情報の標準化、地理情報標準認定資格講習・試験、品質検定、緊急撮影等

について紹介した。また、開催に合わせて作成した、公共測量ハンドブック平

成 27 年度版、機関紙先端測量技術―UAV 技術特集―の紹介をした。 

・ブース来訪者数： 216 名 

 

８）電子国土賞の推薦団体として活動 

電子国土基本図等の国土地理院のデータを活用し、地理空間情報の高度活用社会の形

成に貢献する GIS ソフトウェアと GIS コンテンツの中から、優れたものを『電子国土

賞』として表彰するとともに広く紹介する国土地理院の制度が今年度も実施された。

当協会はその賞の推薦団体として登録され、本年度は次の 1 件を推薦した。 

・地盤ネット株式会社「地盤カルテ」「地盤安心マップ」「地盤安心マップ PRO」 

地盤情報の一般向け無料サービスと事業者向け有料サービス計３種のサービスを一

体のものとして電子国土賞選考委員会において審議され、電子国土賞 2015 の PC 部門

に選考され、Ｇ空間 EXPO 2015 にて表彰された。 

 

９）日韓空間情報交流会 

・日時：平成 27 年 11 月 27 日（金）13：00～17：30 

・場所：エムワイ貸会議室 高田馬場 RoomＣ 

・主催：公益財団法人日本測量調査技術協会、韓国測量学会 

・参加者：日本側参加者 13 名、韓国訪日団 14 名 事務局 3 名 合計 30 名 

・その他：Ｇ空間 EXPO 2015 に合わせて来日 

 

１０）中国湖南省国土資源庁訪日研修団の受け入れ 

・日時：平成 27 年 10 月 28 日（水）10：00～12：00 

・場所：一般社団法人 日中科学技術文化センター（千代田区神田小川町 3－6）会議室 

・講演：地理情報標準認定資格制度について 

・講師：地理情報標準認定資格講習・試験委員会委員長     

 

１１）図書販売 

①公共測量積算ハンドブック（平成 27 年度版）の刊行 

・移動計測車両による測量（MMS 測量）と、最近注目のスワス音響測深機について、

標準マニュアルと積算歩掛の研究成果を掲載した。 

・累計販売部数 181 冊（うち全測連からの依頼 123 部） 

②航空レーザ測量による災害対策事例集の販売 

・累計販売部数 721 冊（Ｈ27/37 冊）/謹呈 128 冊 合計 849 冊 



１２）「測技協キャビネット」による運営 

 委員会・部会等の活動における情報共有の一層の促進とスピード化を図り、事務局から

の事業報告や各種情報の流通を促進させるなど、技術の普及活動の充実を図った。 

 

１３）講師派遣 

①国土交通大学校 

専門課程「高等測量」・「公共測量」・「地理情報標準」・「基盤地図情報活用」研修への

講師の派遣調整を行った。研修受講者は、国・地方自治体の職員等。 

②独立行政法人 国際協力機構（JICA） 

集団研修「国家測量事業計画・管理」コースの地形図読図、活断層調査に講師を各 1

名派遣した。 

 

１４）国土地理院に部外研究員を派遣 

・測地部 セミ・ダイナミック補正の高度化に関する研究 2 名 

 

１５）その他の技術普及活動 

①「測量の日」関連行事に実行委員会として参加する。記念グッズを配布した。 

②地図展 2015 の開催に地図展推進協議会として参加する。 

・首都東京 1945 

・平成 27 年 10 月 23 日～11 月 30 日 三越駅前改札通路間 

③その他、GITA-JAPAN 第 25 回コンファレンス等に協賛した。 

 

（５）地理情報の標準化活動 

 

  ISO/TC 211（地理情報の標準化に関する専門委員会）国内審議団体としての活動及び国際標

準（IS）になった項目を日本工業規格（JIS）にするための JIS 原案作成委員会活動を行った。 

１） ISO/TC 211 国内委員会、幹事会組織（敬称略・平成 27 年 11 月末現在） 

①国内委員会 

委員長 岡部 篤行  青山学院大学 総合文化政策学部 教授 

委 員 有川 正俊  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 今井 浩   東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 

委 員 植原 啓介  慶應義塾大学 環境情報学部 准教授 

委 員 碓井 照子  奈良大学 名誉教授 

委 員 柴崎 亮介  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 瀬崎 薫   東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 橋本 道雄   経済産業省 産業技術環境局 国際電気標準課長 

委 員 村上 智信   経済産業省 商務情報政策局 情報プロジェクト室長 

委 員 小森 達雄  海上保安庁 海洋情報部  技術・国際課 課長補佐 



委 員 今給黎 哲郎 国土交通省国土地理院企画部地理空間情報国際標準分析官 

委 員 坂下 哲也  一般財団法人日本情報経済社会推進協会 常務理事 

委 員 土居原 健  一般財団法人日本デジタル道路地図協会ﾌｪﾛｰ研究開発部長 

委 員 太田 守重  公益財団法人日本測量調査技術協会 技術顧問 

幹事長 藤村 英範  国土交通省 国土地理院 企画部 国際課長 

② 幹事会 

幹事長 藤村 英範  国土交通省 国土地理院 企画部 国際課長 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ明野 和彦  国土交通省 国土地理院 企画部 企画調整課長 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ五十嵐 保  一般財団法人リモート・センシング技術センター研究開発部

特任主任研究員 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ岩男 弘毅  国立研究開発法人産業技術総合研究所 地質調査情報センタ

ー 地質・衛星情報整備企画室 総括主幹  

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ石丸 伸裕  株式会社日立製作所 ディフェンスシステム社 マーケティ

ング本部事業開発本部 グローバルマーケティングオフィス 

幹 事 中川 弘之  国土交通省 国土地理院 地理地殻活動研究センター宇宙測地

研究室 主任研究官 

幹 事 日下 正明   国土交通省 国土地理院 企画部 技術管理課長 

幹 事  プルース・リース一般財団法人日本情報経済社会推進協会 電子情報利活

用推進部 研究員 

幹 事  大伴 真吾   朝日航洋株式会社  システム開発研究センター センター長 

幹 事  山田 秀之   アジア航測株式会社 空間情報事業部 DS 事業部 主任技師 

幹 事  保高 史子  国際航業株式会社 東日本事業本部 第三技術部 行政支援

第 2 グループ 

幹 事  平田 更一   株式会社パスコ 研究開発センター 上級主任研究員 

③事務局 

事務局員 津澤 正晴 公益財団法人日本測量調査技術協会事務局長 

太田 有紀 公益財団法人日本測量調査技術協会 GIS センター主任研究員 

藤本 直也 公益財団法人日本測量調査技術協会 GIS センター主任研究員 

 

２）ISO/TC 211 国内審議団体活動 

①第 40 回 ISO/TC 211 総会  

・日程：6 月 8 日（月）～6 月 12 日（金） 

・開催地：英国地図局（Ordnance Survey） 英国・サウサンプトン市 

・参加者：藤村 英範（国土地理院）、郡司 哲也（JIPDEC 一般財団法人日本情報経

済社会推進協会）、プルース・リース（JIPDEC） 

・全体参加者：地理情報の国際規格作成に参加している 35 の国・地域及び ISO 内外

のリエゾン団体(関連機関)から約 90 名 



・主な決議内容 

ａ）世界銀 とリエゾン関係を結ぶ 

ｂ）無人航空システムを扱う ISO/TC 20/SC 16 とリエゾン関係を結ぶ 

ｃ）郵 以外目的の住所表現について作業プログラムに登録する 

ｄ）定期 直し（SR）指針 

②第 41 回 ISO/TC 211 総会 

・日程：12 月 7 日（月）～12 月 11 日（金） 

・開催地：オーストラリア・シドニー市 

・参加者：藤村 英範（国土地理院）、プルース・リース（JIPDEC）郡司哲也（JIPDEC） 

・日本からの新規提案（測位情報の信頼性評価モデルのフレームワーク） 

 

３）国内委員会開催 

①第 74 回国内委員会 

・開催日：6 月 5 日（金）スクワール麹町 ４階 末広 

・参加人数：9 名（委員 7 名、幹事 2 名） 

②第 75 回国内委員会 

・開催日：9 月 15 日(火）スクワール麹町 ５階 豊 

・参加人数：9 名（委員 8 名、幹事 1 名） 

③第 76 回国内委員会 

・開催日：12 月 2 日(水）スクワール麹町 ５階 寿 

・参加人数：11 名（委員 9 名、幹事 2 名） 

 

４）国内委員会幹事会開催 

①第 106 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：5 月 27 日（水） 

・参加人数：11 名（幹事 8 名、オブザーバ 1 名、事務局 2 名） 

②第 107 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：9 月 11 日（金） 

・参加人数：9 名（幹事 7 名、オブザーバ 0 名、事務局 2 名） 

③第 108 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：12 月 1 日（火） 

・参加人数：9 名（幹事 5 名、オブザーバ 2 名、事務局 2 名） 

 

５）地理情報 JIS 原案作成委員会名簿（敬称略・平成 27 年 11 月末現在） 

委員長 岡部 篤行  青山学院大学 総合文化政策学部 教授 

委 員 今井 浩   東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 

委 員 碓井 照子  奈良大学 名誉教授 



委 員 柴崎 亮介  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 橋本 道雄   経済産業省 産業技術環境局 国際電気標準課長 

委 員 村上 智信   経済産業省 商務情報政策局 情報プロジェクト室長 

委 員 小森 達雄  海上保安庁 海洋情報部 技術・国際課 課長補佐 

委 員 今給黎 哲郎 国土交通省国土地理院 企画部 地理空間情報国際標準分析官 

委 員 藤村 英範  国土交通省 国土地理院 企画部 国際課長 

委 員 坂下 哲也  一般財団法人日本情報経済社会推進協会 常務理事 

委 員 土居原 健  一般財団法人日本デジタル道路地図協会ﾌｪﾛｰ研究開発部長 

委 員 飯野 正臣  一般財団法人道路管理センター システム開発部 調査役 

委 員 太田 守重  国際航業株式会社 フェロー  

委 員 大伴 真吾  朝日航洋株式会社 システム開発研究センター長 

委 員 品澤 隆   東日本総合計画株式会社 事業革新本部 技術統括 

委 員 村尾 吉章  日本アイ・ビー・エム株式会社 GBS 事業 GIS サービス   

シニアコンサルティング IT スペシャリスト 

委 員 椎橋 信幸   公益財団法人日本測量調査技術協会 専務理事 

事務局 

事務局員津澤 正晴 公益財団法人日本測量調査技術協会事務局長 

太田 有紀 公益財団法人日本測量調査技術協会 GIS センター主任研究員 

藤本 直也 公益財団法人日本測量調査技術協会 GIS センター主任研究員 

 

６） 地理情報 JIS 原案作成委員会分科会名簿（敬称略・平成 27 年 11 月末現在） 

①JIS X 7115-1（メタデータ - 第 1 部）分科会 

主 査 岡田 泰征 国際航業株式会社 東日本事業本部第 三技術部 行政支援2グ

ループ 

委 員 太田 守重 国際航業株式会社 フェロー 

委 員 山田 秀之 アジア航測株式会社 空間情報事業部 DS 事業部 主任技師 

委 員 伊藤 裕之 国土地理院 地理空間情報部 情報普及課 課長補佐 

②JIS X  7118（符号化）分科会 

主 査 大伴 真悟 朝日航洋株式会社 システム開発研究センター センター長 

委 員 村尾 吉章 日本アイ・ビー・エム株式会社 GBS 事業  GIS サービス シ

ニアコンサルティング IT スペシャリスト 

委 員 尾崎 隼一 国際航業株式会社 東日本事業本部 第三技術部  行政支援 2 グ

ループ 

委 員 村田 眞司 アジア航測株式会社 空間情報事業部 空間データ解析センター 

地理空間情報課 

委 員 マービット 京湖  国土地理院 企画部 技術管理課 国際標準係長 

③ JIS X 7157（データ品質）分科会 

主 査 政春 尋志 国土地理院 基本図情報部 基本図情報更新技術分析官 



委 員 乙井 康成 国土地理院 地理地殻活動研究センター 地理情報解析研究室 

主任研究官 

委 員 山崎 廣二 アジア航測株式会社 空間情報事業部 DS 事業部 

委 員 平田 更一 株式会社パスコ 研究開発センター 上級主任研究員 

 

７） 地理情報 JIS（日本工業規格）制定の動き 

・JIS X 7111 座標による空間参照（平成 26 年 2 月 25 日告示） 

・JIS X 7131 製品仕様書（平成 26 年 2 月 25 日告示） 

・JIS X 7157 データ品質申出（作業中） 

・JIS X 7118 符号化申出（作業中） 

 

（６）地理情報標準認定資格(S-GI-Cert) 

 

本制度は、地理情報標準の知識・技能を有した、地理空間情報の整備、管理、運用等

の専門技術者の資格認定及び登録を行い、もって地理情報標準の適用、普及等の適正な

推進を図るとともに、地理空間情報の利活用の促進に寄与することを目的とする。地理

情報標準（ISO19100 シリーズ、 JIS X 7100 シリーズ及び JPGIS）に関する知識・技能

についての講習、及びそれらが一定水準以上であることを試験により認定する制度で、

地理情報システムを構築・運用する「技術者」から地理情報システムを利用する「エン

ドユーザ（利用者）」まで、地理情報システムに関係するすべての人が活用できる制度を

目指す。特定の製品やソフトウェアに関する試験ではなく、地理情報標準の背景として

知るべき原理や基礎となる技能について、幅広い知識を総合的に評価することとし、認

定要件と知識・技能の水準の範囲を初級技術者、中級技術者、及び上級技術者に区分し

て認定資格を付与する。年度の制度実施状況は、以下のとおりである。 

 

１）講習・試験実施概要と結果 

 初級技術者 中級技術者 上級技術者 

講習・試験日 7 月 12 日（日） 

（1 日） 

10 月 8 日（木）‐10 日（土） 

（3 日間） 

5 月 10 日（日） 

（1 日） 

実施場所 札幌・仙台・東京・名古屋 

大阪・福岡（6 会場） 

東京・大阪 

（2 会場） 

東京 

 

試験問題等 多肢択一式 

30 問 

多肢択一式 20 問 

記述式 3 問 

出題 23 問 

記述式 

（小論文） 

3 問出題 

2 問回答 

受講者 534 名 64 名 － 

受験者 559 名 79 名 20 名 



合格者等* 259 名（47.6％） 10 名（12.7％） 4 名（20.0%） 

昨年度までの結果と合わせて、合格者等*の状況は以下のとおりである。（含会長認定者） 

・初級技術者 ：   合格者 742 名  登録者 477 名(64.3％)    

・中級技術者 ：   合格者 51 名 登録者  47 名(92.2%) 

・上級技術者 ：   合格者 12 名  登録者  12 名 (100.0%) 

合 計   ：   合格者 805 名   登録者 536 名 (66.6%) 

・登録者に CPD 証明書を発行する（初級 2Ｐ、中級 4Ｐ、上級 6Ｐ） 

 

２）運営の概要 

委員会等開催状況は以下のとおりである。 

講習・試験委員会を 12 回、上級技術者会議等を 4 回、資格認定委員会を 8 回開催する。 

・4 月 10 日 第 19 回講習・試験委員会 新体制と業務分担、日程確認 

上級技術者会議 試験問題等の検討 

・4 月 13 日 平成 27 年 地理情報標準認定資格初級技術者講習・試験受付開始 

・4 月 17 日 上級技術試験申込締め切り 

・4 月 24 日 第 15 回資格認定委員会上級技術者試験問題（案）の承認、資格要件審査 

・5 月 10 日 平成 27 年 地理情報標準認定資格上級技術者試験 

・5 月 28 日 第 20 回講習・試験委員会 初級講習テキストの編集と試験問題作成 

・6 月 12 日 第 21 回講習・試験委員会  初級試験問題作成、講師の重点箇所確認と読 

み合わせ 

・6 月 26 日 第 16 回資格認定委員会 上級技術者試験合否判定 初級テキスト・試験 

問題の審議 

・7 月 12 日 初級技術者講習・試験  全国 6 会場（札幌、仙台・東京・名古屋・大阪・ 

福岡）で実施した。受講・受験者は 548 名であった。 

・7 月 13 日 初級技術者認定試験の正答発表 

・7 月 21 日 第 22 回講習・試験委員会  初級技術者採点結果と合否内定の検討 

      中級技術者テキスト編集・試験問題の検討等 

・7 月 27 日 第 17 回資格認定委員会  初級技術者合否判定の審議 

      中級技術者講習・試験の計画、実施方針 

・8 月 03 日 初級技術者認定試験合格者発表合否通知の発送 合格者は 259 名であった 

中級技術者講習・試験受付開始 ～9 月 19 日締め切り 

・8 月 21 日 第 23 回講習・試験委員会 中級技術者テキスト・問題の検討 

・9 月 04 日 第 24 回講習・試験委員会 中級技術者テキスト・問題の最終確認 

         講習・試験監督役割分担  

・9 月 16 日 第 18 回資格認定委員会  中級テキスト・試験問題の審議・承認、 

・9 月 18 日 中級技術者講習・試験申込締め切り 

・10 月 08 日‐10 日 中級技術者認定試験 受講・受験申込者 79 名であった 

東京会場 48 名 大阪会場 31 名 



・10 月 13 日 中級技術者認定試験の正答発表 

・10 月 23 日 第 26 回講習・試験委員会 中級技術者認定試験採点・合否内定 

・10 月 28 日 中国湖南省国土資源庁訪日研修団（23 名）に講習・試験制度を講演 

・11 月 04 日 第 19 回資格認定委員会  中級技術者合否内定の審議 

・11 月 09 日 中級技術者認定試験合格者発表合否通知の発送 合格者は 10 名であった 

・11 月 25 日 第 27 回講習・試験委員会 講習・試験の総括、中級講習・試験の課題検

討、平成 28 年の実施計画 

・12 月 18 日 第 28 回講習・試験委員会 講習・試験全般の課題検討、平成 28 年 

の実施計画 

・12 月 22 日 第 20 回資格認定委員会  平成 28 年の実施計画の承認 

・1 月 25 日 第 29 回講習・試験委員会 平成 28 年の講習・試験実施案内、リーフ 

レット、訪問紹介シート 

・1 月 27 日 第 21 回資格認定委員会（持ち回り）平成 28 年の講習・試験実施案内 

・2 月 19 日 第 30 回講習・試験委員会 平成 28 年上級試験実施内容 

・3 月 01 日 第 22 回資格認定委員会（持ち回り）内規の改定 

 

３）変更認定手続き 

地理情報標準認定資格制度については、公益認定の基準における事業の種類「資格付与」

に該当する為、変更認定申請を行い、4 月 21 日付けで認定書の交付を受ける。 

 

（７）成果検定事業 

 

今年度は、新たな検定推進センター体制でスタートして、変更登録を行うと共に関係機関

への広報・周知を行った。実績としては、80 件、2,619 万円（うち基本測量 0 件）で大変厳

しい結果となっている。活動方針としては、これまでと同様に「迅速かつ丁寧な品質検査を

実施する」を掲げて取組んだ。 

測量成果の品質を向上させるため、測量成果（地図）品質向上講習会を昨年度に引き続き

東京と大阪で開催した。本講習会を受講することにより、地図作成上の基本的な誤りの発見

や処理方法の理解力が向上し、品質管理を担う技術者の養成に寄与できたと考えている。 

 

１）実施体制 

・技術管理者：首藤隆夫 

・登録検定者：松尾永二、中野茂男、佐久間晋一郎、田口益雄（4 名） 

・検定補助者：3 名 

    

２）対応種目（測量成果のうち地図作成等） 

①基本測量（会員企業以外を対象） 

・空中写真撮影 



・電子国土基本図（基盤地図情報）面的更新 

・オルソ作成 

   ・航空レーザ測量 

・２万５千分１地形図修正編集 

・災害復興計画基図 

・２０万分 1 地勢図数値編纂 

②公共測量（全ての企業を対象） 

・空中写真撮影 

・数値地形図データ作成(車載型レーザ測量) 

・写真地図作成 

・航空レーザ測量 

・基盤地図情報作成 

・砂防基盤地図データ 

 

３）成果検定業務実績 

・平成 22 年度の成果検定契約実績 34 件、13,168,611 円 

・平成 23 年度の成果検定契約実績 59 件 24,233,684 円  

・平成 24 年度の成果検定契約実績 90 件  27,318,610 円 

・平成 25 年度の成果検定契約実績 96 件  45,166,160 円 

・平成 26 年度の成果検定契約実績 81 件  37,862,532 円 

・平成 27 年度の成果検定契約実績 80 件  26,188,542 円 

   （内訳）                               （万円） 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

公共 空中写真撮影 20 216 167 293 46 63 

公共 航空ﾚｰｻﾞ測量 615 84 287 2,266 1,197 731 

公共 写真地図 0 33 15 5 30 16 

公共 数値地形図 682 1,212 2,120 1,625 2,213 1,809 

基本測量 0 877 143 327 300 0 

合計 1,317 2,423 2,732 4,516 

 

3,786 

 

2,619 

 

  ４）品質向上講習会の開催 

   検定依頼者のニーズに応え、これまでの指摘事項を整理・分析して、2 日間に渡る品質

向上講習会を東京と大阪で開催した。 

①開催日時 

・東京会場 平成 27 年 7 月 9 日（木）～7 月 10 日（金）（2 日間） 

・大阪会場 平成 27 年 7 月 30 日（木）～7 月 31 日（金）（2 日間） 

②実施会場 



・東京会場 新宿区立新宿 NPO 協働推進センター 501 会議室 

東京都新宿区高田馬場４丁目 36 番 12 号 

・大阪会場 株式会社パスコ関西事業部会議室 

大阪市浪速区湊町１丁目 2 番 3 号マルイト難波ビル８階 

③参加人数 

・東京会場 19 名 大阪会場 18 名  合 計 37 名 

④参加者  数値地形図データ作成、写真地図の作成、航空レーザ測量、基準点測量等 

の実務経験を有する専門技術者 

⑤講義内容 

・測量法と公共測量の届け出 

・公共測量標準図式の解釈 

・事例研究Ⅰ：数値地形図データ作成 

・事例研究Ⅱ：写真地図作成 

・事例研究Ⅲ：航空レーザ測量 

・演習：測量成果検査（数値地形図データ作成及び航空レーザ測量） 

・解説：測量成果検査の要点 

・技術討論会 

⑥受講料 

・当協会の会員￥20,000、非会員￥30,000 

⑦ 測量 CPD 証明書の発行 

・測量 CPD 証明書 １１ポイント 

⑧カリキュラム 

開始  終了 課  題 到 達 目 標 

1 日目 

10:30 ～ 10:40 ガイダンス   

10:40 ～ 12:00 測量法と公共測量 
関連する測量法の条文と公共測量の届け

出の理解 

13:00 ～ 16:45 公共測量標準図式 図式（地図記号の定義）の理解 

17:15 ～ 18:30 技術討論会 会場：測技協会議室 

2 日目  

9:30 ～ 10:30 
事例研究Ⅰ：数値地形図デー

タ作成 
誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 

10:30 ～ 11:10 事例研究Ⅱ：写真地図 誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 

11:10 ～ 11:50 事例研究Ⅲ：航空レーザ測量 誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 

12:50 ～ 15:00 演習：品質管理 
1/2,500 都市計画図、航空レーザ測量の表

現の誤りについて指摘 



15:00 ～ 16:00 品質向上 正しい処理法（表示法）について解説 

 

（８）緊急撮影対応等 

   

  今年度も継続して、以下の協定を締結している。国土地理院との緊急撮影に関する協定で

斜め写真撮影が追加された。 

・災害時における緊急撮影に関する協定（国土地理院） 

・災害時における航空レーザ測量に関する協定（国土地理院） 

・大規模崩壊発生時における迅速な人工衛星画像撮影提供に関する協定（国土技術政策 

総合研究所） 

・災害時における東北地方整備局所管施設の緊急撮影等に関する協定（東北地方整備局） 

・災害時における近畿地方整備局所管施設等の緊急災害応急対策業務に関する協定（近 

畿地方整備局） 

・大規模災害時等における応急復旧業務に関する協定書（中日本高速道路株式会社 八王 

子支社） 

協定に基づく活動は以下のとおりである 

１）口永良部島噴火の緊急撮影（5 月 29～30 日） 

鹿児島県の口永良部島新岳で 2015 年 5 月 29 日 9 時 59 分ごろに爆発的噴火が発生、火

砕流が島の北西～南西の海岸まで達し、気象庁の噴火警戒レベルが 5 に引き上げられ、

全住民に島外への避難指示が出された。同日 10 時 48 分、国土地理院から緊急撮影要請

を受け、同 11 時 6 分に登録会社のうち近畿以西に対応できる各社に電子メールにて一斉

照会した。3 社から対応可能の返信を受け、同日 12 時 15 分に電話にて国土地理院に対

応可能社を報告、同日午後から斜め撮影が開始され、その成果は、国土地理院 Web サイ

トから公開された。 

 

２）国土地理院・災害時における緊急撮影に関する訓練（6 月 30 日～7 月 1 日） 

 三陸沖北部、新潟県南西沖、相模トラフ、南海トラフ等からの大地震発生を想定し、

全国 8 地区で、緊急要請から撮影・電送までの訓練を 2 日間に分けて実施し、登録 16 社

が参加した。２日間ともに、災害時における緊急撮影マニュアルに従った連絡手順の確

認、斜め写真撮影から伝送までのデータ処理手順の確認の２段階で実施した。 

 

３）桜島斜め撮影対応可否事前調査（8 月 18 日） 

 鹿児島県の桜島南岳直下付近で振幅の小さな火山性地震が増加していると、気象庁か

ら 2015 年 8 月 15 日 9 時 25 分の発表を受け、国土地理院から緊急撮影担当宛てに待機要

請があった。当日は土曜（休業日）であったことから、最初の待機要請は当協会緊急撮

影担当者の携帯電話に入り、このため、緊急要請に備え担当者相互で携帯端末による通

信確認を行った。同日 16 時の気象庁から噴火警戒レベルが４に引き上げられた旨の発表

があり、18 日に、デジタル一眼レフカメラを使用した斜め写真撮影の可否と、警戒レベ



ル４以上における飛行条件について、登録各社へ事前調査を行い、5 社から斜め撮影可

能との回答を得た。 

 

４）東北地方整備局・総合防災訓練（9 月 1 日） 

 国土交通省東北地方整備局（以下「東北地整」）は、太平洋沿岸北部地域での巨大地震

発生と津波発生とを想定し、関係機関との情報共有、ヘリ映像やテレビ会議による被災

状況の確認等による防災訓練を実施。当協会も情報共有訓練の一環として参加し、当日

受信した東北地整災害対策本部長名の訓練用要請書に基づき、登録会社への情報伝達訓

練を行った。 

 

５）平成 27 年９月関東・東北豪雨緊急撮影（9 月 10 日～9 月 14 日） 

台風第18 号は、2015年9 月9 日10 時過ぎに愛知県知多半島に上陸し日本海に進み、

同日21 時に温帯低気圧に変わった。この台風～低気圧の影響で広い範囲で大雨となり、

特に関東地方と東北地方では記録的な大雨となった。この大雨のため、土砂災害、浸水、

河川の氾濫が生じ、死者・行方不明者計 22 名、住宅被害、交通・通信障害が発生した。

このため、9 月 10 日 17 時 25 分、国土地理院からデジタル航空カメラによる撮影及びデ

ジタル一眼レフカメラによる緊急撮影の要請があった。同日 20 時 47 分までに対応可能

な４社を国土地理院に報告。翌９月 11 日から、鬼怒川水系の茨城県常総地区、思川水系

の栃木県鹿沼地区、鳴瀬川水系の宮城県大崎地区等の緊急撮影が実施され、それらの成

果は国土地理院 web サイトから公開された。 

 

６）阿蘇山噴火の緊急撮影要請（9 月 14～15 日） 

 熊本県の阿蘇山中岳は、2015 年 9 月 14 日に噴火した。気象庁は同日 10 時 10 分に噴

火警報を発するとともに噴火警戒レベルを 3 に上げた。同日 14 時 25 分、国土地理院か

ら緊急撮影の要請があり、登録各社に電子メールで照会の結果、18 時 40 分までに２社

が対応可能との結果を国土地理院に提出した。このうち１社が独自に撮影していたため、

これを国土地理院が購入することとなった。 

 

７）与那国島台風 21 号被害の緊急撮影可能性調査（9 月 30 日） 

 台風 21 号は、2015 年 9 月 28 日に沖縄県の与那国島付近を通過し、同島において観測

史上最大の瞬間風速を記録した。9 月 30 日 8 時 40 分、国土地理院から緊急撮影を想定

した事前調査の要請があり、登録各社に電子メールで照会した。14 時 30 分、国土地理

院から緊急撮影はしないとの連絡が入り、各社にその結果を報告した。 

 

（９）対外関係活動及び関連行事 

 

  業務執行理事及び事務局による外部委員会、関連団体連絡会議、報告会、説明会等への参 

加状況は以下のとおりである。＊：業務執行理事の参加委員会 



 

・2015.04.15  G 空間情報活用推進特別委員会 

・2015.04.21  公益法人協会制度運営セミナー 

・2015.05.12  測量系 CPD 協議会連絡会議（日本測量協会） 

・2015.05.21  平成 27 年度関東地方整備局における建設コンサルタント業務等の入札・ 

契約に関する説明会  

・2015.05.13  全測連関東地区協議会（S-GI-Cert 説明会） 

・2015.05.18  G 空間 EXPO 2015 運営協議会/WT〔第 1 回〕 

・2015.05.19  一般社団法人日本測量機器工業会春季懇親会 

・2015.05.20  測量関係団体連絡会議（日本測量協会） 

・2015.05.21  全測連関東地区協議会懇親会 

・2015.05.26  一般財団法人日本地図センター委員会 

・2015.05.28  電子基準点を利用したリアルタイム測位協議会 

・2015.05.29  一般社団法人全国測量設計業協会連合会第 55 回通常総会懇親会 

・2015.06.03-05 くらしと測量・地図展 

・2015.06.04  第 44 回国土地理院報告会 

・2015.06.07  国土地理院遊んで学んで地図と測量の世界 2015 功労者表彰 

・2015.06.23  一般財団法人日本地図センター評議員会 

・2015.06.25  公益社団法人日本測量協会第 65 回定期総会/懇親会 

・2015.06.30  G 空間 EXPO 2015 運営協議会/WT〔第 2 回〕 

・2015.07.02  第 5 回測量技術者育成検討部会 ＊ 

・2015.07.06  地理空間情報フォーラム 2015 検討会（第 1 回） 

・2015.07.07  東日本大震災復興測量支援協議会 

・2015.07.14  伊能図フロア展実行委員会 

・2015.07.28  第 1 回建設関連業イメージアップ促進協議会 

・2015.07.28  FIG 委員会 

・2015.07.29  測量技術者育成検討部会意見交換会 

・2015.08.17  Ｇ空間 EXPO 2015 運営協議会/WT〔第 3 回〕 

・2015.08.20  測量の社会経済効果研究会（第 1 回） 

・2015.09.08  第 6 回測量技術者育成検討部会 ＊ 

・2015.09.14  3 次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開 

発委員会（3 次元総プロ）（第 1 回） 

・2015.09.24-25 JICA 課題別研修 講師派遣 

・2015.09.25  G 空間 EXPO 2015 運営協議会/WT〔第 4 回〕 

・2015.09.29  第 2 回建設関連業イメージアップ促進協議会 

・2015.09.29  日本地図学会 

・2015.10.06  測量の社会経済効果研究会（第 2 回） 

・2015.10.19  第 3 回建設関連業イメージアップ促進協議会 



・2015.10.23  地図展開会式 

・2015.10.29  Ｇ空間 EXPO 地理空間情報フォーラム 2015 記者会見 

・2015.11.13  第 7 回測量技術者育成検討部会 ＊ 

・2015.11.16  一般財団法人日本地図センター理事会 

・2015.12.07  測量関係団体連絡会議（全国測量設計業協会連合会） 

・2015.12.07  小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会（第 1 回） 

・2015.12.04  測量の社会経済効果研究会（第 3 回） 

・2015.12.15  ｉ-Construction 委員会（第 1 回） 

・2015.12.17  UAV を用いた空中写真測量に関する検討会（第 1 回） 

・2015.12.18  第 8 回測量技術者育成検討部会 ＊ 

・2015.12.18  広報推進協議会（第 1 回） 

・2015.12.22  公共測量における UAV 安全基準作成委員会（第 1 回） 

・2016.01.05  小型無人機の更なる安全確保のための制度設計に関する分科会（第 1 回） 

・2016.01.07  公益社団法人日本測量協会新年賀詞交歓会 

・2016.01.12  一般社団法人日本測量機器工業会賀詞交歓会 

・2016.01.13  一般社団法人全国測量設計業協会連合会関東地区協議会新年賀詞交歓会 

・2016.01.14  建設関連業イメージアップ促進協議会（法政大学） 

・2016.01.14  UAS（無人飛行システム）に関する情報交換会（第 1 回） 

・2016.01.15  一般社団法人全国測量設計業協会連合会新年賀詞交歓会 

・2016.01.20  一般社団法人東京都測量設計業協会新年会 

・2016.01.18  測量行政懇談会 第 14 回基本政策部会 

・2016.01.22  測量行政懇談会 ＊ 

・2016.01.22  広報推進協議会（第 2 回） 

・2016.01.25  一般社団法人日本国土調査測量協会新年賀詞会 

・2016.01.28  UAV を用いた空中写真測量に関する検討会（第 2 回） 

・2016.01.28  千葉県地質環境対策審議会 

・2016.02.01  小型無人機の更なる安全確保のための制度設計に関する分科会（第 2 回） 

・2016.02.03  UAS（無人飛行システム）に関する情報交換会（第 2 回） 

・2016.02.03  ｉ-Construction における測量-設計の受け渡し会議（第 1 回） 

・2016.02.03  土木学会 ISO 委員会 

・2016.02.05  ｉ-Construction 委員会 ICT 導入協議会（第 1 回） 

・2016.02.12  測量の社会経済効果研究会（第 4 回） 

・2016.02.15  小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会（第 2 回） 

・2016.02.17  ｉ-Construction における測量-設計の受け渡し会議（第 2 回） 

・2015.12.23  公共測量における UAV 安全基準作成委員会（第 2 回） 

・2016.02.23  測量の日実行委員会・幹事会 

・2016.02.24  広報推進協議会（第 3 回） 

・2016.02.26  UAV を用いた空中写真測量に関する検討会（第 3 回） 



・2016.02.27  日本地図学会総会 

・2016.03.01  ｉ-Construction における測量-設計の受け渡し会議（第 3 回） 

・2016.03.02  測量行政懇談会 第 15 回基本政策部会 

・2016.03.07  UAS（無人飛行システム）に関する情報交換会（第 3 回） 

・2016.03.07  小型無人機の更なる安全確保のための制度設計に関する分科会（第 3 回） 

・2016.03.09  ｉ-Construction 委員会（第 3 回） 

・2016.03.15  一般財団法人日本地図センター理事会 

・2016.03.16  「3 次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術 

開発」委員会（3 次元総プロ）（第 2 回） 

・2016.03.25  「国土を図る」意義と役割を考える懇話会 

・2016.03.28  ｉ-Construction 委員会（第 4 回） 

・2016.03.29  小型無人機の更なる安全確保のための制度設計に関する分科会（第 4 回） 

 

（１０）内閣府立入検査報告 

 

１）日 時：平成 27（2015）年 8 月 26 日（水）午前 10:00～12:10 午後 13:10～17:30 

２） 場 所：(公財)日本測量調査技術協会 会議室 

３） 検査官：内閣府 公益認定等委員会事務局 参事官補佐 政策調査員  

４） 出席者：専務理事 事務局長 経理担当者（回答時のみ） 

５） 検査報告 

①法人側の冒頭説明 

まず、協会の会員、役員・評議員の構成等を示し、事業案内で会員企業のコア技術（先

端測量技術、空間情報コンサルタント力等）、事業内容・展望を説明して、法人の設立経

緯、運営方針、公益目的事業の内容、組織等の概要を説明する。 

 次に、評議員会議案資料に基づき、平成 26 年度の事業活動内容、収支決算について、

質問を受けながら説明する。 

� 主な質問（回答） 

・会員数の動向（横ばい） 

・会員の確保（入会案内の配布）、地方会員、委員会における情報交換等について 

（キャビネット、スカイプ活用等） 

・研究成果の不特定多数の利益（公益）を確保した公開（ＨＰからの一般申込み） 

・技術発表会・セミナー等の会員以外の参加の案内方法、参加実態（ＨＰの活用、

非会員の参加のための周知、広報に努力、一定の参加を確保している） 

・地理情報標準認定資格講習・試験の状況（順調に推移） 

・品質検定による公益目的事業とは何か（測量成果の品質が広く社会に貢献） 

②内閣府の質問・書類確認等のポイント 

� 公益認定法、一般法人法等から見た定款、規程に関する指摘と運営実態の確認 

� 定期提出書類の記載内容の確認と補正・修正 



� 法令及び定款の定めによる備置き帳簿及び書類の確認 

ア.定款、規程に関する指摘と運営実態の確認 

・定款・規程の条項、記載方法の統一と条文内容と項目名称の齟齬 

・定款の定めと規程の整合性に関する指摘 

⇒役員報酬規程の「報酬は給与のみとし」の表現はおかしい「役員報酬」ではな

いか。また、正味財産増減計算の科目に「役員報酬」がないのはおかしい（給

与手当で一括計上） 

・一般法 91 条及び定款第 28 条第 6 項の代表理事及び業務執行理事の職務 

⇒毎事業年度毎に 4 ケ月を超える間隔で 2 回以上、自己の職務の執行の状況を理

事会に報告しなければならない。議事録にその記載がなく改善する必要がある 

・規程の内容に関する公正性の確保の指摘 

⇒地理情報標準資格制度規程第 7 条第 5 項 登録名簿の公表方法、公表先、目

的等を記述する必要はないか。未登録者の不利益にならないか 

・ISO/TC 211 総会開催資金積立については、特定費用準備資金等取扱規程の一部

とした記録にする必要がある。本来であれば総会開催資金積立の規程とした方

が良い 

イ.定期提出書類（事業報告等に係る提出書）の記載内容の確認と補正・修正 

・財産目録の電話加入権、敷金保証金の使用目的、配分比率の記載 

・主たる事務所の所在場所は登記書のとおり 

・寄付金を受けた財産額は全額を記載する 

・評議員会等の開催状況については、記載ミスが多い 

・公益目的事業についての記載は、変更認定申請の記載と同じ 

・特定費用準備資金の記載は、定めた目標額（寄付金等を含めた額ではなく）を 

記載する。 

・受取負担金の説明（機関誌の配布数量外の購入費）と項目 13 その他への記載 

ウ.法令及び定款の定めによる備置き帳簿及び書類等の確認 

・一般法 129 条の規定では、事業報告及び計算書類等は、評議員会開催の 2 週間前

から 5 年間備え置くことが必要である。従って、理事会の開催は評議員会から中

14 日間（2 週間）以上空ける必要がある。（平成 24 年度、平成 26 年度は違反） 

・閲覧用資料の確認（定款 55 条の定めによる備置き帳簿及び書類） 

⇒定款、理事、監事及び評議員の名簿、規程類 

⇒認定、許可、認可等及び登記に関する書類 

⇒理事会及び評議員会の議事に関する書類 

（開催案内、議案書、監査報告、議事録を開催毎に整理した資料） 

・監査（4 回）、理事会（17 回）、評議員会（8 回）の開催資料ファイル 

・登記手続きファイル 

・決済書綴り 

・来斡、発翰綴 



エ.その他 

・今回の指摘にはなかったが、予算の関係で経理事務担当者を 1 名しか雇用出来ず、 

経理規程にある「経理担当者」「出納担当者」をそれぞれ配置することができない 

状態であり、課題として残る。 

オ.総評 

概ね法規に従い公益目的事業活動を、少人数で良く行っている。今後も一層の努力

を続けて欲しい。                            

 

 以上 

 


